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JForestグループの一員として

林業への貢献

40

森林再生基金（FRONT80）が目指すもの

施業共同化サポート事業

　地球温暖化対策として、森林の有するCO2吸収機能が注目されていますが、森林は植林されて20～30

年頃が最もCO2を吸収し、炭素を固定します。わが国では、新たに造成される森林（新規の植林、再植林）が

限られていることから、CO2削減で成果を挙げるには、間伐などの森林整備が最も有効だとされています。

　しかし、日本の林業地の多くは、林業家の高齢化が進行しているうえに後継者が不足し、また、森林所有

者の多くが不在村者となって、手入れの行き届かない山が各地に広がっています。こうした状況を背景に、

当金庫は、創立80周年を機に、平成17年3月に国内の荒廃した民有林を再生し、森林の公益性を発揮させ

ることを目指した事業・活動に対して助成を行う「公益信託 農林中金80周年森林再生基金」を設立しまし

た。日本の森林危機克服のための「最前線」という意味から「FRONT80」とも呼んでいます。

　当金庫は、森林組合系統が実践している施業集約化の取組みの支援を行っています。

　近年、森林所有者の高齢化や世代交代等で、森林における境界線の明確化および現況把握が喫緊の課題

となっています。森林組合系統では、組合員の森林情報を詳細に把握してデータベース化することを第1ス

テップに、施業の集約化（大規模化）や機械化による間伐コストの低減など林業経営の改善、適正な間伐等

による木材の安定供給を目指しています。当金庫は、間伐等の適正な森林整備活動の推進は、地球温暖化

防止にも大きく寄与することから、平成21年度から森林組合、森林組合連合会が森林情報を管理するGIS

（地理情報システム）、境界測量用の機器であるGPS（全地球測位システム）、デジタルコンパスを購入また

はリースする費用の一部を助成しています。

複数の森林所有者の森林の取りまとめ
（ひとまとまり・5ha以上） 地

域
内
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へ
の
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及
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果

長期施業委託契約等の締結
（期間5年以上）

多面的機能の
持続的発揮

森林再生の
ノウハウの蓄積

ノウハウ等の
事業成果の情報発信

森林再生事業の実施
（境界・森林・不在村者の調査等を含む）

非営利の法人
（森林組合、生産森林組合、

NPO法人等）

荒廃した民有林
（おそれのあるものを含む）

FRONT80の目指す森林再生事業
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助成対象事業
国内の荒廃した民有林の公益性を発揮させることを
目指した活動であって、地域の森林に対する長期ビ
ジョンを持った活動で、かつ費用対効果に十分配慮し
た創造性が高いと認められる事業に対して助成金が
支給されます。

助成金額等
①助成金額は年額2億円を予定（平成24年度募集分）
②1件当たりの助成金の限度額は3,000万円
③ 助成対象者は営利を目的としない団体で法人格を
有するもの等。

FRONT80の概要

さらに、「フォローアップ事業」として、事業実施
に際して専門家を派遣し、事業完成に向けたサ
ポートをあわせて実施するほか、8月には事業発
表会を開催。
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国土の7割が森で覆われる森林大国・日本。国土の7割が森で覆われる森林大国・日本。

温暖な気候や豊富な降水量によって国土は緑に彩られています。温暖な気候や豊富な降水量によって国土は緑に彩られています。

しかし、主に戦後に植林された森林の4割を占める人工林のしかし、主に戦後に植林された森林の4割を占める人工林の

多くは、木材価格の低迷や林業担い手の減少により、多くは、木材価格の低迷や林業担い手の減少により、

荒れ果てた森に変わろうとしています。荒れ果てた森に変わろうとしています。

このままでは貴重な資源である森林も危ないのです。このままでは貴重な資源である森林も危ないのです。

農林中央金庫は、「公益信託 農林中金80周年森林再生基金農林中央金庫は、「公益信託 農林中金80周年森林再生基金

（FRONT80）」および「施業共同化サポート事業」等を通じ、（FRONT80）」および「施業共同化サポート事業」等を通じ、

日本の森林・林業の再生を応援しています。日本の森林・林業の再生を応援しています。

農林中央金庫 CSR報告書2013農林中央金庫 CSR報告書2013 3837



「森林再生基金（FRONT80）」の助成先の一つ
である“香

か み

美森林組合”（高知県）の取組みを紹介
します。

林業への貢献

現地Report ①

　香美森林組合が第7回森林再生基

金（FRONT80）の助成申請をしたの

は、森林所有者が県内外に転出して

しまった香南市の“限界集落”の周辺

林。人工林率80％に及ぶ森林は、急

傾斜地で施業を行う人もおらず荒廃

が進むなか、早急な森林整備が求められていました。

　“団地化”では、森林所有者との合意形成が最も重要で

す。しかし「対象地域の森林所有者77名のうち、集落には

2名しか残っていません。これまでの“団地化”では、推進

協議会を設けて、森林組合は代表者を介して合意形成を

図ってきましたが、過疎化が急速に進んだ今回の対象地

域では77名の地権者と個別に行う必要があり、国の補助

金ではとても賄えない多額な費用が必要でした。そこで、

FRONT80の助成を活用し、ようやく“団地化”に着手でき

たのです」と三
みたに

谷幸
ゆきひろ

寛参事は経緯を説明してくれました。

　そうして県内外の森林所有者から委託を受けて、森林

境界の明確化、さらに森林資源調査、作業道開設、利用間

伐等のFRONT80の助成を活用した“団地化”による集約

化施業は、平成24年5月にスタートし､1年弱で終了しま

した。「境界が明確になり、森林資源調査の情報とともに

GIS（地理情報システム）で管理され、いつでも見ること

ができ、本当に安心されたようです。『自分たちの山に道

ができて、さらに森林も健全になった』と、想像以上に喜

んでくださっています」と三谷参事は目尻を下げました。

　助成対象地域の集約化施業におけるもう一つのポイ

ントは、高性能林業機械のタワーヤーダでした。当該地

域のような急傾斜地では、山崩れの危険性などから高密

度の路網整備は極めて困難です。通常、作業道から距離

のある場所で間伐した木材は架線による集材が必要で

すが、スイングヤーダによる架線集材では100m程度が

限界でした。しかし、国の助成で日本に初めて導入され

たオーストリア製タワーヤーダなら300～400mの集材

が可能です。従来方式に比べ、作業道からより離れてい

る場所の森林も間伐できるため、森林所有者に収益を還

元するチャンスも広がります。

　「このタワーヤーダを使えば、従来、3日掛かった架設も

1日で終わります。架設や撤去は早く、集材運転もリモコン・

自動化で、かつ少人数化でき、安全面でも非常に優れた機

械です。一方で、欧州に比べて日本は年間降雨量が圧倒

的に多く、小刻みに尾根や谷が交互する複雑な地形です。

タワーヤーダによる作業システムを香美森林組合仕様にカ

スタマイズするため、これまでに私たちが蓄積してきた架

線集材技術が活かされました」と三谷参事は語りました。

地域森林資源の管理者を目指して～限界集落の守り香美
香美森林組合
高知県のほぼ中央部の中山間地域に

位置し、香
か み

美市（物
ものべちょう

部町除く）、香
こうなん

南市、

南
なんこく

国市、土佐町（一部）を管内としてい

ます。森林面積の92％を民有林が占

め、そのうち約70%が人工林です。
高知県

香美森林組合の概要（平成25年3月31日現在）
 組合員数（含准組合員） 3,508名

 森林面積 33,470ha
 （うち人工林21,580ha）

 管内市町村数 3市1町

 役職員数 常勤理事1名、非常勤理事11名、
 監事3名、職員12名

山林所有者のための“団地化”の推進

循環型林業の実現に向けて、森林組合の役割を実践し続けます。
　今回FRONT80で助成いただいた地域は、急速に過疎化が進み森林整備の担い手がおらず、なおかつ非常

に険しい地形です。これまでのノウハウの蓄積では、FRONT80の助成なしに、こうした地域を森林組合の力

だけで整備することは困難でした。現在では、整備後の森林を見た近隣の所有者からは、「自分の森林も整備

してほしい」という声も多くいただき、着実に他地域への波及効果が生まれています。

　かつて、森林所有者は“将来への投資”として懸命に苗木を植えてきました。その結果、海外の森林関係者

が驚くほど、険しい斜面にも森林が密集する現在の日本の国土が築かれたのです。私たちには「そうした森林

所有者の気持ちに応える森林組合でありたい」との強い思いがあります。

　国の政策として、木材の自給率を現在の27％から50％を目指すなど、時代がようやく循環型林業の実現

に向けて、入り口に立ったように感じます。引き続き、厳しい経営環境が続くなか、私たちにできることには限

りもあります。しかし、この政策を所有者のためにいかに活かしていけるかが重要であり、森林組合はこれか

らも、FRONT80での成果等を活用し、森林所有者のために誇りを持って、地域森林資源の管理者として日々

の業務を実践してまいります。

助成が力を発揮した限界集落地域の“団地化” “集約化施業”を推し進める
もう一つの立役者「タワーヤーダ」

香美森林組合

参事 三
みた に

谷 幸
ゆきひろ

寛様

　香美森林組合の “団地化”構想は、他地域に先駆けて

平成8年に始まりました。当時から林業を取り巻く経営

環境は、外材輸入量の増加による国産木材価格の低迷な

ど、厳しさを増していました。そこで、民有林の面積が大

きく、人工林率が高い地域において、森林所有者のため

に森林組合は、今、何をすべきか？――と問い、その答えが

“団地化”の推進でした。

　日本の私有林の所有には、個人の所有面積規模が非常

に小さく、かつ点在している、という特徴があります。

また、現在の木材価格は、小規模の森林所有者が自前で山

を手入れして採算がとれるような金額ではありません。

そこで「森林組合が複数の森林所有者からの委託を受け、

一定のまとまりのある面積を施業する“団地化”の推進こ

そが、民有林の置かれた厳しい状況を打破する最良の方

法である」と、野
のじま

島常
つねとし

稔代表理事組合長が、森林組合の総

代会に提案したのが平成8年のことでした。

　香美森林組合は「作業道を作る（路網の整備）」「機械化

（高性能林業機械の活用）」「人づくり」を3本柱に“団地

化”を推進し、平成9～10年には香美市赤塚山地域の

911haを集約。その後、“団地化”構想は高知県の「森の工

場」（県が推進する森林集約化プロジェクト）へと発展し、

香美森林組合は管内全体で10,746ha（平成25年3月

現在）の“団地化”を進めています。

高性能林業機械タワーヤーダ

タワーヤーダとハーベスタとの連携
適切な間伐を施した樹齢100年を

超える菅内の目標林（スギ）

路網整備

香美森林組合

代表理事組合長

野
のじま

島 常
つねとし

稔様

GISでは､森林所有者の名前で

検索すると、属人ごとの森林の

所在､境界データや樹種、蓄積

等を確認できます。

区域面積（約200ha）の間伐には、

スイングヤーダで行う場合は約

20kmの作業道が必要ですが、急斜

面でそこまで作ることができません。

一方、タワーヤーダの活用で約6km

の作業道でほぼ全区域（300m（太い

赤枠）の範囲）の間伐が可能です。

青線：作業道

FRONT80事業実績一覧図

赤線：作業道から300mの範囲
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森林組合系統の施業集約化への取組みを支援す
る「施業共同化サポート事業」を活用して、GISを
導入した一例として、“能登森林組合”（石川県）
の取組みを紹介します。

林業への貢献

現地Report ②

　国内民有林の多くが長らく放置されたまま樹齢40～

50年生を迎え、現在の施業は間伐主体です。森林組合

では木材価格が低迷する厳しい事業環境において、所有

者に対する負担軽減と利益還元のため、効率的作業によ

るコスト低減を図り、利用間伐の推進に努めています。

しかし、間伐作業は高度な専門技術であり、人材育成に

時間が掛かることは意外と知られていません。「例えば､

チェーンソーの研修を修了しても丸太を切るレベルで、

間伐等で立木を伐
き

ることができるようになるには3年は

掛かります」と尻
しりでん

田武
たけし

参事は説明します。「残念ながら､

林業では建設業等のように専門技術者の現場常駐が義

務化されておらず、結果として専門家を育てる費用を掛

けにくい現状があります。しかし、当組合の作業班員は

間伐業務だけでなく保育管理業務にも従事するため、ベテ

ランと新人による作業班体制を組み、植栽・除伐・枝打ち・

間伐と幅広い林業技術を現場で習得させています」。

　ほかにも能登森林組合では、県森連等の研修制度を積

極的に活用するほか、平成24年度から始まった森林施

業プランナー認定試験も積極的に受験して5名が合格

（全国合格者393名）し、今後15名まで増やす予定です。

　柳田支所でGISを担当する技能職

員の石
いしかわひろや

川裕弥さんは地元の高校を

卒業して3年目です。「森林組合で働

くことを希望した一番の動機は、地

元で職に就きたかったから」でした。

能登森林組合が人づくりに力を入

れている理由の一つは、石川さんのような若者を増やし、

地域の過疎化を食い止め、人の定着化に貢献したいとの

思いからです。中本課長は「山の現場は大変過酷です。

頑張る人がやりがいを持てる仕組みづくり、コスト低減

や効率化に加えて、木材のブランド化や木質バイオマス

のチップへの活用を模索するなど木材利用の拡大にも

取り組んでいます」と話します。また、尻田参事は「所有

者が樹木を育てるには、長い時間と間伐で得る利益以上

の費用が掛かっています。所有者のみなさんもまた、地

域の自然を守るという強い気持ちで私たちに山の管理

を委託されています」と言い、また､「国民の誰もが山の

恩恵を受けている――そのことを伝えながら、自分たち

も使命感を持って日々の地道な努力を継続したい」と能

登森林組合のみなさんは語りました。

GISを活用し、林業の近代化を推進
能登森林組合
石川県能登半島の北部に位置し、平成

21年の合併に伴い、鳳
ほうすぐんあなみずまち

珠郡穴水町の

本所と、輪島、珠
す ず

洲、能登、柳
やなぎだ

田の4支所

体制で奥能登全域を管轄しています。

主な樹種としてスギのほか、国内で管

内にしか生育しない能登ヒバ（アテ）が

知られています。

石川県

本所事業課長 中
なかもと

本幸
ゆき お

夫様（右）と

柳田支所技能職員 石
いしかわ

川裕
ひろ や

弥様（左）

間伐現場での実地指導

作業道の整備により、効率的な集約化施業が

可能に。

作業道の整備により 効率的な集約化施業が

能登森林組合の概要（平成25年3月31日現在）
 組合員数（含准組合員） 7,766名

 森林面積 84,413ha
 （うち人工林42,543ha）

 管内市町村数 2市2町

 役職員数 理事21名、監事4名、職員35名

GISの導入で、施業集約化を加速

時間を掛けて森と人を育て、国土と地域を守る

能登森林組合

代表理事組合長

坂
さかもと

本 明
あきら

様

　能登森林組合は、林業の発展が地域の活性化に直接的に結び付くとの使命感を持って、経営の近代化、施業

の効率化に取り組んでいます。そのためには高性能林業機械やGPS、GIS等のデジタル機器の活用は不可欠で

あり、農林中央金庫の施業共同化サポート事業は非常に意義のある助成だと感じています。

　林業を通じて森林を守ることが地球温暖化防止や水源かん養等につながることは、みなさんもよくご存じだ

と思います。加えて、当組合のもう一つ大きな社会的使命は、管内地域の基幹産業である第一次産業を担い、雇

用機会の拡大に貢献することです。

　管内の特産品である能登ヒバは成木まで80～100年掛かり、人の育成もまた時間が掛かります。林業の現場

は厳しい経営環境ですが、常に次代を見据えて懸命な努力を続けています。少しでも多くの方に林業の現状を

ご理解いただき、国土と地域を守る林業を応援していただきたいと思います。

高度な専門技術を要する
林業に不可欠な人づくり

林業の発展を通じて地域を活性化

能登森林組合

参事 尻
しりでん

田 武
たけし

様

　能登森林組合の管内である奥能登は総面積の75％を

森林が占め、さらに50.4％と高い人工林率が特徴です。

現在、同組合は施業集約化を加速させ、集約化面積を平

成23年度の295ha/年から平成27年度には1,000ha/

年まで拡大する計画を進めています。計画推進には、森

林経営計画の策定に加え、高機能なデジタル機器による

作業・事務の効率化が不可欠であり、能登森林組合では

デジタルコンパスやGPSに加えて、農林中央金庫の助成

を活用し、平成24年12月に本所・支所の5カ所にGIS（地

理情報システム）を導入しました。

　集約化は民有林の所有者と境界の確認という地道な

作業から始まります。県作成の森林簿や森林基本図は存

在するものの、現地の森林境界は明らかでなく､森林組

合が所有者の委託により間伐作業を行うには、隣接所有

者の立会いのもとで境界を明確化し、森林調査をしなけ

ればなりません。GIS導入のメリットについて本所事業

課の中
なかもとゆきお

本幸夫課長は「導入前は、紙の地図上に手書きで

境界を書き入れたり樹種等を色分けしたりしても、1度

きりの資料のため施業履歴が活かされませんでした。し

かし、GISに施業履歴や境界測量成果等をデータベース

化することで、次回以降の間伐作業にも情報が活用でき

ます。また山に行かれたことがない所有者にもGIS画面

で所在・林
りんぶん

分の状況等を確認していただけ、間伐の必要

性を説明しやすくなりました」と語ります。

GISのオペレーション

指導では、マンツーマ

ンで技術習得のト

レーニングを行って

います。

高性能林業機械による作業

GIS管理画面

能登ヒバ（アテ）は高い耐久性が特

長で、沖縄の首里城など、古くから

重要建築物に活用されています。
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NPO法人 土佐の森・ 救援隊（高知県）

自伐林業方式『集落営林型』確立に

よる、民有林再生モデル事業の展開 

大阪府森林組合（大阪府）

多様な木材利用による里山の資源

循環モデルの構築

吉野きたやま森林組合（奈良県）

急傾斜地における作業道開設と

施業集約化モデル実証事業

石巻地区森林組合（宮城県）

「復興の森林（もり）プロジェクト」

～木質バイオマス資源（C・D材）

の活用による林業復興～ 

いしのまきちく

富士森林組合（静岡県）

「生産量増加を目指す段階」とし

ての富士プロ第2ステージの構築

に向けて 

第8回助成先

第1～7回助成先

鶴居村森林組合（北海道）

低コストでつくる林業専用道と

作業システム（水土保全に配慮して）

つるいむら

福井市森林組合（福井県）

里山再生事業と龍興寺跡の

融合で地域活性化

～朝倉氏族の遺跡～

長野森林組合（長野県）

カシノナガキクイムシから

守る！～野尻湖の豊かな里

山林再生事業～

鹿児島県森林組合連合会

（鹿児島県）

急傾斜地区における災害に

強い森林づくり

施業共同化サポート事業

GIS・GPS・ デジタルコンパス助成

　平成21～24年度に森林組合、 都道府県森林組合連

合会が森林情報を管理するGIS、境界測量用の機器であ

るGPS、デジタルコンパスを購入またはリースする費用

の一部を助成した組合数は右記の通りです。

※平成21年度、平成22年度は、「施業共同化プロジェクトサポート事

業」です。

これまで8年間の取組み

　森林再生基金（FRONT80） は、既に平成17年度から8回の募集を行い、これまでに計297件の応募件数から45案件

への助成が決定しました。（平成25年度（第9回）は募集を終了し、審査中です。）

森林再生基金（FRONT80） 　当金庫は、農林水産業者の協同組織を基盤とする全国金融機関として、従来から、農林水産業の生産・加工・流通に関

わる運転資金・設備資金をご提供し、また、農林水・商工連携による新たなビジネス機会の創出を図るなど、農林水産業

に携わる方々をサポートする取組みを積極的に進めております。

　地球温暖化等の環境問題への関心の高まりを背景に、

金融界においても環境に配慮した事業活動等を金融面か

らサポートする取組みが広がっており、こうした動きを

踏まえて、当金庫も環境金融の取組みを行っています。

　お客さまの環境分野への取組み等を評価・ランク付け

し、ランクに応じた貸出金利の優遇を行う「農林水産環境

格付制度」は、お客さまの環境保全型農林水産業への取組

み、生物多様性の維持や6次産業化への取組み等を評価す

る当金庫独自の環境格付制度です。平成24年度は、本制

度に基づき13件（5,042百万円）の貸出を実行しました。

　また、平成24年3月には、国内排出権取引に参入し、農

林水産業由来のオフセット・クレジット（J-VER）の媒介

業務を開始しました。J-VERは、環境省が運営する国内

排出権取引制度「オフセット・クレジット制度」に基づき

発行される排出権です。農林水産業分野では、園芸用ハ

ウスにおける省エネ化等の温室効果ガス排出削減や、森

林間伐等の温室効果ガス吸収につながる取組みが発行

対象となります。

　当金庫ではこれまでに、森林組合等が発行したJ-VER

の媒介を行いました。平成25年2月には、環境省が開催する

「カーボン・マーケットEXPO 2013」 に出展しました。今

後も、環境に配慮した農

林水産業経営、企業・消

費者のみなさまのカー

ボン・オフセット活動を

促進してまいります。

環境金融の取組み

機器種別
組合数

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

GIS 42 54 27 31

GPS 44 29 18 24

デジタルコンパス 33 16 15 9

GIS・GPS 21 11 14 13

GIS・GPS・

デジタルコンパス
20 13 13 14

GIS ・デジタルコンパス 6 4 4 4

GPS ・デジタルコンパス 48 42 28 12

合　計 214 169 119 107

商談会の開催

　JAバンクとJFマリンバンクは、農林漁業者・農山漁村

の6次産業化のサポートの一環として、系統の持つ強みや

特色を活かした各種商談会の開催やビジネスマッチン

グ、輸出サポート等に取り組んでいます。

　平成24年度は11月に大阪で「近畿商談会」、12月には

金沢で「北陸商談会」、2月には東京で「JAグループ国産農

畜産物商談会」を開催しました。また輸出サポートの取組

みとしては、8月に「香港フード・エキスポ2012」に参加

し、3月には「食のアジア販路開拓セミナー2013」（東京・

大阪）を開催しています。

林業への貢献

助成先のご紹介

農林水産業

サポートへの取組み

「カーボン・マーケットEXPO 2013」

出展ブース

近畿商談会

JAグループ国産農畜産物商談会

香港フード・エキスポ2012

北陸商談会
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